
総合科学技術会議 第９６回評価専門調査会 

議事録 

 

日 時：平成２４年９月１９日（水）１７：００～１８：５２ 

場 所：中央合同庁舎第４号館 共用第４特別会議室（４階） 

 

出席者：奥村会長、相澤議員、今榮議員、青木議員、中鉢議員 

    阿部委員、天野委員、伊藤委員、上杉委員、上野委員、来住委員、 

    白井委員、高橋委員、中村委員、福井委員、松橋委員、村越委員 

欠席者：平野議員、白石議員、大西議員 

    浅見委員、射場委員、長我部委員、河合委員、玉起委員、中馬委員 

事務局：倉持統括官、吉川審議官、中野審議官、大石審議官、川本参事官、 

    中川参事官、佐藤参事官、小窪補佐 

説明者：新階製造産業局生物化学産業課産業分析研究官（経済産業省） 

    長部製造産業局生物化学産業課課長補佐（経済産業省） 

    北岡製造産業局非鉄金属課産業戦略官（経済産業省） 

     遠藤製造産業局製鉄企画室室長（経済産業省） 

    奥村製造産業局繊維課繊維企画官（経済産業省） 

 

 

議 事：１．国家的に重要な研究開発の事前評価のフォローアップについて 

      ・気候変動問題対策二酸化炭素削減技術実証試験 

    ２．平成２５年度予算要求に係る国家的に重要な研究開発の事前評価

について 

      ・個別化医療に向けた次世代医薬品創出基盤技術開発 

      ・革新的新構造材料等技術開発プロジェクト 

    ３．その他 

 

（配布資料） 

  資料１   第９５回評価専門調査会議事概要（案）（机上配布のみ） 

  資料２   「気候変動問題対策二酸化炭素削減技術実証試験」（経済産

業省）の事前評価のフォローアップの進め方について 

  資料３－１ 「気候変動問題対策二酸化炭素削減技術実証試験」の事前評

価のフォローアップ結果（案） 

  資料３－２ 気候変動問題対策二酸化炭素削減技術実証試験について 

  資料４   平成２５年度予算要求に係る「国家的に重要な研究開発の事
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前評価」について（案） 

  資料５   個別化医療に向けた次世代医薬品創出基盤技術開発（経済産

業省） 

  資料６   革新的新構造材料等技術開発（経済産業省） 

（机上配布のみ） 

 参考資料   「気候変動問題対策二酸化炭素削減技術実証試験」の事前評

価のフォローアップの調査検討に係る一連の資料 

（机上資料） 

  国の研究開発評価に関する大綱的指針   （平成２０年１０月３１日） 

  科学技術基本計画        （平成２３年８月１９日 閣議決定） 

 

議事概要： 

 

【奥村会長】 それでは、定刻となりましたので、ただいまから第９６回評価

専門調査会を開催いたします。 

 初めに御報告ですけれども、８月８日のこの専門調査会で取りまとめをいた

だきました東北メディカル・バンク計画の評価結果につきましては、８月３１

日の総合科学技術会議で原案どおり決定されました。その結果、内閣総理大臣

から文部科学大臣あてに評価内容の通知がされたことを御報告させていただき

ます。御尽力いただきまして、ありがとうございます。 

 本日は、２件議題を用意してございます。１件目は、いわゆるＣＣＳのフォ

ローアップについてでございまして、２件目は、来年度の予算要求に係る国家

的に重要な研究開発の事前評価についてでございます。 

 なお、この調査会の事務局であります内閣府の科学技術担当部局の事務分担

の見直しにより、評価担当の参事官の交代がありましたので、御報告いたしま

す。これまで評価を担当してもらいました川本参事官が今回の議題１のＣＣＳ

のフォローアップの案件までは担当いたしますが、その後の評価案件につきま

しては、新たに佐藤参事官が担当することになりましたので、御紹介させてい

ただきます。 

 それでは、配布資料の確認をいたしますが、一言、川本さんのほうから何か

あれば、御挨拶をお願いしたいと思います。 

【川本参事官】 ただいま奥村会長からお話がありましたとおり、内閣府の部

局内の業務分担の見直しによって、評価担当のほうから外れることになりまし

た。最先端研究開発支援プログラム、いわゆるＦＩＲＳＴ、あるいは次世代の

最先端ということでＮＥＸＴ、そういった総合科学技術会議が主導しているプ

ログラムがありますが、そちらのほうに専念することになりました。２年半強
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ということで評価を担当させていただきましたが、この間、各先生方には本当

にお世話になりましてありがとうございます。この場をかりて御礼申し上げま

す。 

 先ほど申し上げましたように、まだ科技部局内にとどまってそういった最先

端プログラムを担当しますので、また別の場面でいろいろお世話になるかと思

いますが、引き続きよろしくお願いします。ありがとうございました。 

 それでは、私のほうから配布資料の確認をさせていただきたいと思います。 

 議事次第という１枚紙を御覧いただきたいと思います。 

 そこの中ほどから配布資料ということで記載をさせていただいておりますが、

本日の資料は１から６です。 

 それと、机上配布のみにさせていただいておりますが、１つ目の議題でござ

います経済産業省が実施をしておりますいわゆるＣＣＳの技術実証事業、これ

に係るフォローアップ検討会における一連の資料をお配りさせていただいてお

ります。 

 そのほかに評価の大綱的指針、併せて第４期の基本計画も机上にお配りをさ

せていただいております。 

 配布資料については以上でございますが、不備がございましたら事務局のほ

うにお申しつけいただければと思います。 

 以上でございます。 

【奥村会長】 よろしゅうございますか。 

 それでは、新任の参事官は後ほど御紹介させていただきます。 

 続きまして、前回の評価専門調査会の議事概要の確認をさせていただきます

けれども、お手元の資料１でございます。本件につきましては事前に各委員に

お配りして、御覧いただいていると思いますけれども、何か本日、特段の御発

言があれば承りたいと思いますが、いかがでしょうか。よろしゅうございます

か。 

 それでは、御確認をいただいたということにさせていただきます。ありがと

うございます。 

 それでは、最初の議題に入らせていただきます。 

 １つ目の議題は、気候変動問題対策二酸化炭素削減技術実証実験のフォロー

アップでございます。 

 本事業につきましては、フォローアップ検討会を設置し、８月から９月にか

けて２回にわたって調査検討を行っていただきました。本日は、この検討会に

おいて取りまとめられたフォローアップ結果（案）について御審議をいただき、

御決定をいただきたいと思っております。 

 これからの審議の進め方ですが、まず事務局から調査検討の経過を簡単に説
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明した後、フォローアップ検討会の座長をお務めいただきました村越委員から、

フォローアップ検討会において取りまとめられました結果（案）について御説

明を約３０分ぐらいでお願いしたいと思います。その後、ここで議論をしてい

ただき、最終決定をいただきたいと存じます。 

 それでは、初めに事務局よりこれまでの調査検討の経過を簡単に説明させて

いただきます。 

【川本参事官】 それでは、お手元の資料２を御覧いただきたいと思います。 

 これにつきましては、８月８日にこの評価専門調査会で御了承いただいたと

おりですが、経過ということで改めて簡単に御説明をさせていただきたいと思

います。 

 １番に、このＣＣＳ技術実証事業についての事前評価のフォローアップにつ

いての位置づけあるいは経緯ということで記載をさせていただいております。

（３）のところにありますように、平成２０年度に総合科学技術会議としてこ

の事業について事前評価を実施したということで、（４）の下のほうですが、

その指摘に対する実施状況に係るフォローアップについては、この実証事業が

事前評価を行った時点では、どこを貯留地点として実施するかということが決

まっていないということで、貯留地点が確定した時点でフォローアップを行う

ことになっていたということでございます。（５）にございますように、今般、

その実証試験を行う貯留地点が北海道苫小牧地点に確定したことに伴いまして、

フォローアップを行ったということでございます。 

 次のページを御覧いただきたいと思います。 

 このＣＣＳ事業の概要については、後ほど、検討会の座長をしていただきま

した村越委員のほうからも御説明があるかと思いますが、火力発電所等の大規

模排出源から分離回収した二酸化炭素を年間約１０万トン規模で地下帯水層へ

貯留する技術を実証する。併せて、その後の挙動を予測をするためのシミュレ

ーションあるいはモニタリング技術の確立を図るといったところが事業の目的

になっております。 

 実施期間については、今般平成２１年度から３２年度という形で計画が策定

されております。 

 予算額については、約５６５億円、これにつきましては、平成２１年度から

２７年度までの事業費総額ということで、貯留地点確定のための調査費用、そ

れと貯留地点に係る設備建設費用を合わせたものです。また、それとは別にそ

の後必要となる圧入・モニタリング、こういった費用については現在精査中と

いうことで計上されておりません。 

 このフォローアップにつきましては、８月８日の評価専門調査会で御了承い

ただきましたように、フォローアップ検討会を設置して、そこで御検討いただ
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きました。その検討会メンバーとして、（１）に記載をさせていただいており

ますが、この評価専門調査会からは奥村会長、天野専門委員、村越専門委員に

御参画いただいて、村越専門委員に座長をお務めいただきました。また、外部

有識者として、そこに掲げた先生方に御参画をいただいたということでござい

ます。 

 その次のページに、フォローアップ検討会の検討経過を載せておりますが、

８月２１日に第１回目を行いまして、検討会における調査検討の進め方を御確

認いただくと同時に、経済産業省から事業の詳細のヒアリング、それに係る質

疑を行ったところでございます。第２回目については、９月７日に行いまして、

追加質問に対する経済産業省からの回答とそれに係る質疑、また、それを基に

したフォローアップ結果の取りまとめの検討を行っていただき、本日、その結

果を御報告いただくということでございます。 

 ヒアリング項目については、（３）に掲げたとおりでございますが、このフ

ォローアップ結果の活用については、今後、経済産業省が予定している─事

業としては、これまではどちらかというと準備段階で、これから本格的な実施

に移るわけですが、その本格実施に向けた詳細設計が１０月から始まるという

ことですので、そういったところに、このフォローアップ結果を反映してもら

うことで考えております。 

 以上がこれまでのフォローアップの経過等でございます。 

【奥村会長】 ありがとうございました。 

 それでは、引き続いて村越座長より取りまとめ結果（案）の御説明をお願い

したいと思います。 

【村越座長】 それでは、資料３－１と３－２に沿いましてフォローアップの

結果（案）の説明をさせていただきます。 

 ３－１の１ページは、今、川本参事官から説明がありましたとおりこれまで

の経緯を記載しておるものでございますので、ここでは割愛いたします。 

 ただ、本事業の概略につきましては、資料３－２の裏側にＣＣＳの概要を示

す資料がございます。 

 それから、お手元に机上配布でファイルがございます。こちらは２回ヒアリ

ングをし、経済産業省にさまざま質問をさせていただいたものと、それにお答

えをいただいた際の資料、それから、その前に経済産業省さんが行われた検討

結果の資料がございますので、必要であれば御参照していただければと思いま

す。 

 ２ページにいきます。 

 １．１事業の概要については先ほど川本参事官から説明があったとおりでご

ざいまして、事前評価の段階では実証地域が苫小牧に決まる前の段階でござい
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ますので、実証地域が決まり、その後、実施期間や予算が変更になっておりま

す。 

 最終的な計画の概要が資料３－２の１ページにございます。実施期間は平成

３２年までとなっております。予算額は先ほど説明がありましたが５６５億円

でございまして、一番下の実施スケジュールの中に入っている候補地点調査と

設計・建設の経費が合計で５６５億円で、その後、圧入・モニタリングに係る

経費に関しましては、現在、経済産業省のほうで精査中であるというところで

ございます。実施体制につきましては、ここにございますとおり、経済産業省

さんが基本的には責任を持ち、実施に当たりましては、日本ＣＣＳ調査株式会

社が当たり、さまざまな委託先と一緒にこの事業が行われるというような体制

になっております。 

 ２ページ目には、このような経緯を含めまして、最終的には３２年までの計

画であるとなっております。 

 ３ページのほうにこれまでの事業の経緯を簡単にまとめてあります。苫小牧

に地点が確定するまでの間には、最初に、ＲＩＴＥ─地球環境産業技術研究

機構でございますけれども─が評価をした９８地点であるとか民間企業が評

価されている１７地点というようなものから７地点に絞り込み、最終的に４地

点に絞り込んだ中で、地質構造調査と地元の調査の結果をもとに苫小牧を最終

的に決定したという経緯がございます。 

 この地点が決まった段階で、経済産業省から調査を委託された日本ＣＣＳ調

査株式会社から、苫小牧地点における貯留層総合評価と併せて実証試験計画

（案）が提出されております。それに対しまして、さらに経済産業省の中に設

置された外部専門家によるＣＣＳ実証試験実施に向けた専門検討会─以下、

専門検討会とこの書類の中では言っておりますが─が平成２３年１０月から

１２月にかけてその妥当性の評価を行われております。今回、フォローアップ

調査の中ではこの専門検討会での検討結果をベースに検討をさせていただきま

した。 

 ２のフォローアップ方法等２．２は、ヒアリング項目で事業の実施概要、次

のページの②に、事前評価における指摘事項等への対応状況、③にその他がご

ざいます。 

 ３にその結果がございます。最初に概略がございますけれども、指摘事項に

ついては、実証試験事業を実施するための準備状況という側面で見た場合には

おおむね必要な対応がとられているという判断でございます。したがって、全

体的にはおおむね必要な対応がとられているという評価でございますけれども、

一方で、今回の目的がＣＣＳ技術の実用化・普及に向けた実証にある点に照ら

し合わせてみますと、実用化・普及に向けた全体の構想とその中での本事業の
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位置づけが必ずしも明確ではないのではないかと考えられます。 

 具体的に言いますと、今回の計画は年間１０万トン規模で行われるわけです

けれども、実用化段階では１００万トンを目指しており、これに対する具体的

なシナリオに関してはやや課題があるのではないか指摘し、さらに取り組むべ

き事項について検討を進めてまいりました。 

 ３．１でございますが、まず最初に、実施計画の内容について、事前評価で

の指摘事項が２点ございます。貯留地点に関しましては、具体的な実証内容や

事業費の実施計画について、適切性や経済性・安全性の確保、環境評価等に関

する評価を行い、さらに外部専門家による妥当性の評価を行ってください、そ

れから、貯留地点選定後に安全性確保や環境影響防止等に関して特に慎重な検

証・評価を行ってくださいというふうなことが事前評価の中で指摘をされてい

ます。 

 これに対しまして、これまで経済産業省を中心に行われてきた対応状況とい

うことがございますが、大きく３つございます。 

 １番目に関しましては、先ほど申し上げました外部専門家による専門検討会

の評価を踏まえて実施計画を作成したこと。その内容に関しては、実施計画の

概要、技術検証課題、実証方法、異常事態発生時の対応で構成をされておりま

す。全体的にはこの計画の適切性について、安全性の確保や環境影響の防止等

の観点によって評価が行われています。 

 ２番目として、日本ＣＣＳ調査株式会社から提出されました苫小牧地点にお

ける評価の結果については専門検討会でその妥当性の評価が行われています。 

 ３番目は、実施に当たって、安全上の確保等々に関しまして、海洋汚染等及

び海上災害の防止に関する法律等の関係法令の遵守が不可欠という前提で、今

後の事業実施体制における法令ごとの責任体制の明確化が検討されているとい

うことです。 

 こういうこれまでの対応に関しまして、今回のフォローアップの中で指摘を

させていただいた事項がその次からございます。 

 （１）まず実証内容の適切性の観点ということで、先ほど申し上げました年

間１０万トンから１００万トンの実証試験の段階への発展させる上で、技術面

の課題については、経済産業省の評価では、①、②に示されているとおり、１

００万トン程度の貯留量が考えられる商業ベースのプロジェクトで想定される

課題の抽出を意識したということと、今回の２５万トンのシミュレーションだ

けでは、１００万トンの圧入を予測することは難しいのではないかという指摘

がございます。 

 これも踏まえて、実用化段階の１００万トン規模へ向けて当該技術内容の成

果をもとに規模の拡大を図る場合に、これに対応してさらに検証が必要と想定
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される技術内容等の課題と、その実現に向けた手段・方法を明確にする必要が

あるのではないかという指摘をしております。 

 実証内容とは別に、さらに以下のような取り組みが必要であるということで、

①でございますけれども、実用化の段階では、複数の二酸化炭素排出源から１

カ所の地点に二酸化炭素を貯留するというようなことが想定され大量の二酸化

炭素を混合した際のキャビテーションですとかフラッシングですとか水撃など

の不安定性流動の発生についての検証であるとか、②主たる対象として想定さ

れる火力発電所からの二酸化炭素回収について、混入されている汚染物質の効

果的・効率的な除去方法の検証といったようなものがあるのではないか。 

 （２）の経済性の観点でございますけれども、コストの低減化ということを

行うためには、どのようなシステムや運営方法を構築するかというようなこと

が求められるという目的目的に照らして考えると、現時点では不透明な要素が

あるにしても、トン当たり７，３００円と言われている二酸化炭素貯留の現時

点での標準的なコストをもとに、今後の一定のコストの低減化に係る目標を設

定して、随時検証を行いつつ、その見直しを行っていくことが必要ではないだ

ろうか。 

 特に、貯留に係る全体のコストの約６割を占める分離回収コストについては、

平成２０年に政府が策定した低炭素社会づくり行動計画の中で４，０００円か

ら２０２０年代には１，０００円台に低減するという目的が別途ございます。

こういうようなものも照らし合わせながら、現在７，３００円と言われている

ものをどのように低コスト化を図っていくのか見直しを行っていく必要がある

のではないかと指摘しております。 

 ３．１．２の実施期間についてですが、事前評価では貯留地点を確定する際

等の機会に、目標達成に必要な実施期間となるような計画の見直しを検討すべ

きであること。それから、モニタリングは本実証試験終了後も継続する必要が

あるというような、２つの指摘事項がございました。 

 これに対しまして経済産業省の対応状況でございますけれども、貯留地点が

決定された段階で、４年間、３年間、２年間と計９年間の期間で実証するとい

うことで、当初の計画を見直しております。それから、モニタリングについて

は圧入後の全期間を通じて行うということになっております。当然、海洋汚染

等の海上災害の防止に関する法律を遵守しながら、モニタリングを実施すると

しております。 

 これに対しまして本フォローアップのほうでの指摘事項は、二酸化炭素圧入

が３年、モニタリングが２年とされている実施期間については、科学的裏づけ

を含む根拠を明確にする必要があるのではないだろうかというのがまず第１点

でございます。 
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 それから、技術実証課題について、それぞれの目標達成時期とそれに向けた

各年度ごとの工程表が要るのではないかと指摘いたしました。 

 さらに、海底で長期間モニタリングを継続していくためには観測の実施手段

である地球科学的・地球物理学的計測器や陸上への情報伝達装置等の観測機器

の設置計画についても、明確にしておく必要があるのではないかと指摘させて

いただいております。 

 ３．２は実施推進体制でございます。事前評価の段階では、適切な検証評価

を実施するための専門家による実施推進体制を整備すべきと指摘されておりま

して、これに対しまして経済産業省におかれましては、先ほど申し上げました

外部専門家による検討会を設置して検証を行ってきたということと、今後、さ

らに事業の進捗に合わせて外部専門家による実施体制を新しく整備していくと

いうことと、制度面の課題を含めて評価するとされております。 

 フォローアップ検討会の指摘事項でございますけれども、実施機関は、日本

ＣＳＳ調査株式会社で、この組織体制図等について経済産業省のほうから資料

も提出いただきましたが、その中で、特に事業実施面の責任を有するプロジェ

クトリーダー等、より具体的で実効性のある責任実施体制を明確にする必要が

あるのではないかと指摘をさせていただいています。 

 また、今後の外部専門家による検討につきましては、①で、社会的重要性に

関する専門家の参画・協力を得るということが必要ではないか。その人選に当

たっては、利害関係者の排除など、公平性・透明性に十分留意する必要がある

のではないか。②、その役割については、コストの妥当性など、経済性に関し

ても評価する機能を持たせる必要があるのではないかという指摘をさせていた

だいております。 

 ３．３の国民への情報開示でございますが、事前評価では２点でございまし

て、必要性や環境云々に関し、わかりやすく説明して広報するべきであると。

安全性確保や環境影響防止等の情報も含めて国民に開示すべきであるとの評価

がございました。 

 これに対しまして経済産業省の対応状況でございますけれども、ＣＣＳ技術

の実用化、安全に関して、苫小牧においてさまざまな関係者に対して個別に説

明をしているということと、ＣＣＳフォーラムだとかパネル展や大学等の学生

を対象とした現地での説明会の開催をしている。 

 今後でございますけれども、ホームページを通じて広く国民的に情報を提供

していくというような、パブリックアクセプタンスの活動をしていこうとして

います。 

 さらに実証試験の実施状況やモニタリングデータの情報については、日本Ｃ

ＳＳ調査株式会社が苫小牧の建設現場にライブカメラを設置して、リアルタイ
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ムで一般公開するということを検討しているというような対応が行われており

ます。 

 これに対してフォローアップ検討会の指摘事項でございますけれども、この

ような情報の公開に関して、ホームページで公開されるだけではなくて、さら

にマスコミ等を通じてＣＣＳをめぐる国際的な動向等、関連する幅広い情報を

国民に広く開示するということと、地域住民以外の者を含めて、現地訪問ツア

ーを企画するなど、より能動的な対応を検討・実施する必要があるということ

がまず１点。 

 特に、年間１０万トン規模の二酸化炭素の実証試験を行うに当たって５６５

億円以上の国費を投入することの具体的な効果についてもう少しわかりやすく

説明していく必要がある点を指摘させていただいております。 

 ３．４、関連事業との連携協力についてですが、事前評価では、経産省が実

施しておられる他の研究事業、他府省庁あるいは世界各地で行われているさま

ざまな研究、事業等がございますけれども、それとの連携協力が円滑に効果的

に行われるよう取り組むべきであるという指摘でございます。 

 これに対しての経済産業省の対応状況でございますけれども、本事業とは別

に、①二酸化炭素回収・貯留安全性評価技術開発事業と、②二酸化炭素回収技

術高度化事業という２つの研究開発事業を実施しております。この中の①の成

果については、本事業にも活用することになっております。 

 指摘事項でございますけれども、①の事業については、活用が期待される技

術の内容と当該技術の本事業への導入プロセスを明確にする必要があるのでは

ないか。②の事業に関しましては、将来のＣＣＳ技術の高度化に向けて、その

成果を本事業による成果とどのように組み合わせていくのかという道筋を明確

にする必要があるのではないか。さらに、例えば各ＣＣＳ技術の高度化を図る

上で必要な各種技術開発については文科省、環境影響評価については環境省と

の連携を図るなど等の連携強化が必要ではないか。 

 ３．２．４で、豪州、中国等、海外との連携協力につきましては、経産省の

ほうで取り組んでおられる幾つかの事業については、アメリカの国立エネルギ

ー研究所等、国立研究機関との共同研究を実施しているということと、ＣＳＬ

ＦやＧＣＣＳＩといった国際会議の場を活用するということと、ＣＳＳに関す

る豪州、中国等の各国の動向の聴取や意見交換を実施しているところです。 

 これに対する指摘事項でございますけれども、海外のＣＳＳ事業との連携協

力については、我が国が中国を含む諸外国のＥＯＲビジネスにも展開すること

ができるような仕組みでの協力関係の構築であるとか、米国での帯水層プロジ

ェクトとの協力などの研究開発成果に対する知的財産の取り扱いにも留意しつ

つ、取り組むべきではないかと指摘しております。 
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 ３．５の実用化に向けた制度的・社会的課題への対応についてでございます

が、事前評価では、実用化に向けたさまざまな制度・社会的課題についてシナ

リオを策定し、それによる適切な進行管理を行うべきであるとされております。 

 対応状況でございますが、２０２０年以降の実用化に向けた制度的・社会的

課題については、今後設置する外部専門家による実施推進体制の中で検討する

ことにしております。それから、ＣＣＳ技術の普及を展望した技術及びシステ

ムの国際標準化に向けた取り組みが行われており、これに関しましては、ＩＳ

Ｏの規格を作成するための専門委員会が新設されたことに対応して、ＲＩＴＥ

が国内に審議委員会を設置し、その対応についての検討を開始しているところ

です。 

 これに対する指摘事項でございますけれども、海洋汚染防止法上の取り扱い

について、平成２８年度当初から圧入が開始するわけですが、その前までに海

洋影響への事前評価を実施して、許認可を得るという予定ですけれども、状況

によっては許可されないこともあり得ることも考えますと、極力投資額を抑え

るという観点から、施設の建設が進む前に、許認可の取得を終わらせる準備を

急ぐ必要があると指摘しております。 

 最後でございますが、我が国におけるＣＣＳ技術の実用化・普及に向けて、

今回の実証地点の選定に当たって社会的重要性がどのように影響したかを評価

し、実用化タイプごとの貯留ポテンシャルの推定や地域における理解の推進の

ための方法論について、今後検討を行うことが必要であると指摘させていただ

いたところでございます。 

 以上でございます。 

【奥村会長】 村越座長、取りまとめ、ありがとうございます。 

 それでは、このフォローアップ結果（案）につきまして、これから御審議を

お願いしたいと思います。 

 いかがでございましょうか。 

 中村委員。 

【中村委員】 指摘事項ですごくもっともなことをきちっと聞かれていると思

うのですが、この指摘事項に対する回答というのですか、これはここでは議論

する必要はないと、そういうことでしょうか。そこを確認させていただこうと

思います。 

【川本参事官】 事前評価で指摘したことへの対応状況がどうかということで、

フォローアップを行っているわけですが、対応状況については、その中で十分

に対応ができている部分と今後において一定の取り組みが求められるものに分

かれます。後者が今回のフォローアップの指摘事項として出されています。今

回の指摘事項については、冒頭申し上げましたように、これから事業が本格的
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な実施に入っていくということで、それに向けた詳細な実施計画を経済産業省

において体制の整備と併せて作成していくことになっていますので、そういっ

た中で反映をしていただくことで考えております。また、今回指摘したことの

反映状況については、事後評価をこの事業が終わった時点で行いますので、そ

の際に、この専門調査会で確認をしていただくこととなっております。 

【奥村会長】 高橋委員。 

【高橋委員】 出された計画案に対するフォローアップとしてはこれで大変結

構だと思うのですけれども、このＣＣＳに関しては、そもそも研究することの

是非というのが私は個人的には非常に疑問がありまして、物理法則に反するこ

とをやっているような感じがするのですね。そういうことを議論するのはどこ

なのかというのが質問の１つです。 

 もう一つ、海外との連携のところで、ここの報告書案に挙げられているのは

豪州、中国等とこの２カ国の名前だけなのですね。こちらの机上資料を見ると、

ほかの国ではもうＣＣＳから引いているというのが読み取れるのですね。アメ

リカ、カナダの場合は、ＥＯＲの形でのみＣＣＳプロジェクトを牽引している

という表現になっていまして、中国はこれを含むＣＣＳプロジェクト、欧州は

ＥＯＲはもう価格から見て撤退しているという説明になっているのですね。そ

ういう中で日本がＣＣＳオンリーでやることがどうなのよというところの議論

は一体どこでやられるのかというのを疑問に思いました。 

【奥村会長】 座長、何かコメントございますか。 

【村越座長】 ＣＣＳそのものをどうするかということに関しては、今回のフ

ォローアップの主たる議題でないというのは最初の命題でございますので、特

にそこを詰めて云々というようなことではありません。全体的に計画の内容そ

のものが実施していく上で好ましいものであるか、あるいは改善すべき点につ

いて議論をしてきたというのが、今回の作業と認識しております。 

【川本参事官】 今、座長が御説明いただいたことについて、若干補足します

と、基本的には座長がおっしゃったとおりですが、フォローアップ検討会では、

本事業の必要性自体を改めて議論したということではないのですが、事前評価

の取り組み状況についてフォローアップをしていく中で、この事業自身の必要

性を否定すると、そういった御意見は特になかったということであります。 

【高橋委員】 だから、このフォローアップがそこを議論する場ではないとい

うのは理解しているのです。でも、どこかがやるべきではないかというのが、

それはどこなのですかというのが私の質問でした。ただ、さっきの海外の取り

組みについての経済産業省からの回答を見ると、特にやっぱり心配になったと

いうことは指摘しておきたいと思います。 

【白井委員】 今のＣＣＳが必要かどうかに関連しての質問です。経済性の観
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点からの評価が必要であるということは書かれており、トン当たり幾らかかる

かを示していると思います。ＣＣＳには当然エネルギーや電気を使いますから、

そこで発生するＣＯ２を差し引いたうえで実質的に埋めるＣＯ２を計算のベー

スにすべきと思うのですが、その辺はそういうふうに考慮されているのでしょ

うか。 

【奥村会長】 座長、いかがでしょうか、今の御質問。 

【村越座長】 それについては、経済産業省から、そのときに使ったＣＯ２も

含めてトン当たりのコストを出しておるという説明はいただいております。 

【奥村会長】 それ以外に。松橋委員。 

【松橋委員】 今御質問された点にも若干関係するのですが、今の点で言えば、

一番最初にＣＯ２回収・貯留というのが世界的に注目を浴びたのは、スタイン

バーグという当時ブルックヘブン国立研究所の人が１９８０年代にペーパーと

いいますかレポートを出しておりまして、火力発電所の排ガスからＣＯ２をア

ミン系の吸収剤で吸収をさせて、それを圧縮液化をして、深海ですとかそうい

ったところに貯留していくと。そのときに彼の計算では、当時３８％の石炭火

力の発電効率がまず回収するところで３５％まで落ちて、さらにＣＯ２を圧縮

液化するところで２９％まで落ちると。こういうような計算をしておりました。 

 したがって、当然、例えば発電所からＣＯ２をとる場合ですと、そこから出

てくる電力がそのように効率が悪化することに伴って、出力が少なくなって、

その所内のエネルギーを使って回収をし、液化をしていき、あるいは液化まで

しなくても圧縮をしていきますので、エネルギーのロスがあると。これは研究

が始まった当初から非常に明らかなことであって、当然それに伴って出てくる

ＣＯ２あるいは追加に必要なエネルギーというものを考慮してコスト等も計算

されるわけです。 

 ですから、その後、もちろんそういったものを下敷きにして、日本では溶剤

の開発ですとか、さらなる効率改善を目指して、世界でもそういった研究が進

みましたので、当時よりは相当効率がよくなっておりますが、基本的な原理原

則は変わっておりませんので、当然、効率ロスも考慮してやられているはずで

す。やられていることは間違いないと思います。 

 それから、委員から御質問のあった、私がそこにコメントするのはおかしい

ことかもしれませんが、ＣＣＳそのものについて根源的な疑問が呈されるとい

うのも私もよく理解できるところではございますし、一方、座長がそれはここ

の検討会のやるべきことではないとおっしゃることもまたそれは正しいことだ

と思いますが。ＣＣＳに関して言えば、世界的に決してやらないということで

はなくて、私の知る限りでは、ＥＵの中で石炭火力の発電所をつくる場合には、

ＣＣＳレディといって、必ずＣＣＳの設備をつけられるように、貯留の地点を
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ちゃんと確保しておくように、こういうような形でデザインをすることが義務

づけられておったはずですし、その後大きな方針転換があれば別ですが、世界

は決してＣＣＳからもうやめるということには私の認識ではなっていないと思

います。 

 それから、日本の置かれている状況を考えますと、御承知のように原発の事

故もありまして、その中で急激に再生可能といっても、何といってもいわゆる

出力が上がらないし変動もありますから、当面、化石燃料に頼らざるを得ない

ということの中で、温暖化への対応を迫られた場合に、どうしてもオプション

の一つとしてＣＯ２回収・貯留というものを科学的にも技術的にも持っておか

ざるを得ない。こういうことは非常に国家にとっても重要な、世界にとっても

重要なことだと考えておりまして、化石燃料から再生可能であり非化石燃料に

移っていくときのいわゆる橋渡しの技術として、世界的には多くの議論の中で

は位置づけられているものであるというふうに考えております。 

 経済性のところでトン当たり７，０００幾らとか、これをもう少し安くする

とかいう話がございます。世界ではＥＯＲ以外に行われていないというのは、

それはまさに経済性の中で、ＣＯ２を入れるだけでは何らのメリットもありま

せんから、ＥＯＲのような形でＣＯ２を押し込んでいき、そこで油が回収でき

る。それが現実的な経済性のメリットとしては唯一あることなので、当然のこ

とではないか。もし、ＣＯ２を貯留することでクレジットのようなシステムを

つくって、貯留することが実際の経済性を生むような制度ができれば、当然、

帯水層に入れていくようなシステムも、またシステムいかんによっては経済性

が出てくるような形もあり得るわけですが、現在はそれがありませんので、そ

ういうことになっているということです。 

 以上でございます。 

【奥村会長】 どうもありがとうございます。 

【川本参事官】 先ほど御議論のありましたデータの件ですが、紙ファイルを

ちょっとお開きいただきたいと思います。その中で、回答２のかなり後ろのほ

うに参考７というものが添付されているかと思いますが、そこに７，３００円

のコストの内訳が示されております。一番右に補正した数値、下のほうの四角

の中に試算の前提条件とありますが、そこの（９）を御覧いただくと、ＣＣＳ

によって発生するＣＯ２分のコストを補正したものということで、そこの差し

引きするとこれだけのあれ数値になるということで考慮をされています。 

【奥村会長】 どうもありがとうございました。 

 それでは、ほかに何か御意見ございますでしょうか。 

 上野委員。 

【上野委員】 質問なのですけれども、フォローアップ結果（案）の３ページ
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のこれまでの事業の経過というところで、１段落目の最後に、平成２４年２月

に４地点の調査をした結果、苫小牧を最終的に決定したと書かれておりまして、

次の段落で、平成２３年１０月にと、時が戻っているのですけれども、この実

証試験計画（案）というのは、苫小牧以外のほか３地点についてもつくられた

上で、それを比較検討した上でこの苫小牧が選ばれたのか、やはり最終決定の

前にもう苫小牧ありきではないですけれども、苫小牧がもう既に決定していて

実証試験計画というのがつくられたのか、どちらだったのでしょうか。 

【奥村会長】 座長、いかがでしょうか。 

【村越座長】 私も詳しい経緯までは存じ上げませんが、苫小牧に決定するま

での経緯で、地元との折衝等々で、他が辞退するなど、さまざまなことが起こ

ったというふうにも伺っておりますので、多分、苫小牧の検討をするというと

ころが決まった段階と最終的に地元との調整が済んだ段階に、多少のタイムラ

グがあったのではないかというふうには思います。 

【奥村会長】 事務局は何か補足はありますか。 

【川本参事官】 この実証試験計画が提出された際に、併せて苫小牧地点にお

ける貯留層総合評価についても、セットで示されております。その結果を確認

した上で、そこが最終的に決定された、そういう意味において、そこのタイム

ラグが見かけ上出てきているという部分はあるのではないかと理解しています。 

【奥村会長】 よろしゅうございますか。 

 ほかに御意見ございますでしょうか。 

 それでは、もし御意見がこれ以上なければですが、このフォローアップ結果

の取りまとめ（案）をこの評価検討調査会の決定ということにさせていただき

ますが、よろしゅうございましょうか。 

 それでは、委員の皆様の御了解が得られたということにさせていただきます。

どうもありがとうございます。 

 また、このフォローアップ結果（案）の検討に当たり、座長を務めていただ

きました村越委員、及び御参加いただきました委員の皆様、あるいは外部の専

門の先生方、本当にありがとうございました。 

 それでは、最初の議題は以上とさせていただきます。 

 それでは、第２の議題でございますが、第２の議題は、平成２５年度、来年

度の予算要求に係る国家的に重要な研究開発の事前評価についてでございます。 

 来年度から新たに実施を予定しております大規模研究開発の事前評価につき

ましては、この専門調査会で事前に御審議いただくことになっております。そ

の評価の進め方につきましては、事務局より紹介させていただいた後、対象と

なります事業の概要を実施府省でございます経済産業省から説明を受け、委員

の皆様の間で質疑応答を行いたいと思います。 
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 それでは、初めに事務局から評価の進め方について説明をさせていただきま

す。 

 その前に、これから以降担当いたします事務局の参事官、佐藤参事官を御紹

介します。 

【佐藤参事官】 ９月の事務局内の業務配分の見直しによりまして、新たに評

価を担当することになりました佐藤と申します。よろしくお願いいたします。 

 評価に関しましては、喫緊の課題といたしまして、大綱的指針の見直し、そ

れから、これから御説明申し上げます大規模研究開発の事前評価というものが

ございますので、これから年末にかけましていろいろ御指導賜りますので、ど

うぞよろしくお願いいたします。 

【奥村会長】 それでは、事務局から評価の進め方について説明をお願いしま

す。 

【佐藤参事官】 それでは、資料４に基づきまして、平成２５年度予算要求に

係る国家的に重要な研究開発の事前評価について御説明を申し上げます。 

 １、事前評価の実施についてということでございますが、総合科学技術会議

では、平成１７年に決定いたしました「総合科学技術会議が実施する国家的に

重要な研究開発の評価について」に基づきまして、新たに実施が予定されてい

る国費総額約３００億円以上の研究開発、これにつきまして事前評価を行うと

いうこととされております。 

 昨年は４件ございましたけれども、今般、各府省から平成２５年度予算概算

要求が提出されたということで、対象となる研究開発の事前評価を実施をいた

します。これは後ほど御説明ございますけれども、２件ございます。その評価

は、評価専門調査会が調査検討を行い、その結果に基づき、総合科学技術会議

で決定するということとされてございます。 

 事前評価の進め方でございますけれども、評価に必要な調査検討を行うため

に、有識者議員及び評価専門調査会専門委員並びに外部の専門家、有識者で構

成される評価検討会を設置しまして、事前評価を行います。 

 ３、スケジュールでございますけれども、本日、９月１９日でございますけ

れども、専門調査会におきまして評価対象案件及び検討会の設置の確認いただ

きました後、１０月から１１月にかけて評価検討会をそれぞれ２回程度開催を

いたします。そこで調査検討を行いまして、１１月にこの専門調査会にお諮り

をいたしまして、評価結果（案）の取りまとめをいただきたいと存じます。１

２月の上旬目途でございますけれども、総合科学技術会議に評価結果をお諮り

いたしまして、審議、決定という段取りでございます。 

 評価の対象の研究開発につきましては、別紙ということで、１枚おめくりい

ただきますと、事前評価対象研究開発（案）ということで、２件ございます。 



－17－ 

 １件目が、個別化医療に向けた次世代医薬品創出基盤技術開発、経済産業省

からでございます。研究開発の概要につきましては、後ほど経済産業省から直

接説明をいただきたいと思います。基本的にはここに書いてございます。実施

期間は２５年度から２９年度まで。予算額は、２５年度の概算要求額が８１億

円、５年間の総額が４０５億円でございます。 

 ２番目が、革新的新構造材料等技術開発プロジェクト、これも同じく経済産

業省からの要求案件でございます。概要につきましては、後ほど詳しく説明を

いただきます。実施期間は２５年度から３４年度まででございます。２５年度

の概算要求額は６０．５億円で、国費総額は６０５億円でございます。 

 ３枚目は、平成１７年の大綱、国家的に重要な研究開発の評価に係る決定文

を参考までにつけてございますけれども、１、評価目的に書いてございますよ

うに、評価結果を推進体制の改善や予算配分に反映させるというような内容で

ございます。 

 なお、検討会のメンバーの人選につきましては、座長及び会長に一任という

形で進めさせていただければと考えております。 

 説明は以上でございます。 

【奥村会長】 ただいまの事務局の説明で御質問等よろしゅうございますか。 

 それでは、ただいまから経済産業省の２件につきまして御説明をお願いし、

皆さんとの間で質疑応答をしていただきたいと思います。詳細は今後の検討会

で行います関係上、本日は概要を御説明いただくということで、約５分でお願

いします。その後、２０分ほど時間をかけて委員の皆様方から御意見、御質問

をいただくということにさせていただきます。 

 それでは、最初の案件ですが、経済産業省の御説明いただく方は、経済産業

省製造産業局生物化学産業課、新階産業分析研究官、それから同じく長部課長

補佐のお二方でございます。よろしくお願いします。 

【長部課長補佐（経済産業省）】 経済産業省生物化学産業課でございます。

よろしくお願いいたします。 

 お手元にある資料５に沿って御説明させていただきます。表紙が「個別化医

療に向けた次世代医薬品創出基盤技術開発」というものでございます。よろし

くお願いします。 

 １ページおめくりいただきまして、まず事業の背景でございますが、中ほど

にある左側のボックスを見ていただきたいのですが、従来の世界の医薬品企業

における成功ビジネスモデルというものが書いてございます。過去、我が国を

初めとして、世界の製薬メーカーは化学合成に強みを持っておりまして、その

中で自社の研究所で薬のシーズを開発し、低分子化合物を中心としたブロック

バスターと呼ばれる売上高が１０億ドルを超えるような医薬品を開発・入手い
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たしまして、それを世界市場で販売することによって利益を獲得しておりまし

た。それをまたさらに自社の研究所での研究開発に用いると。こういうような

ビジネスモデルでありました。 

 しかしながら、次の右側のグラフにいっていただきまして、近年というか、

９０年、２０００年以降ぐらいから研究開発費が非常に上がっておりまして、

上がっている割にはなかなか新薬が出ないというような状況が見られまして、

現在のビジネスモデルではなかなか今後つらいのではないかというところが懸

念されております。 

 下にいっていただきまして、この事業の目的ですが、従来のブロックバスタ

ー狙いのビジネスモデルから新たなビジネスモデルに移行するための事業にで

きればというのを考えているところでございます。すなわち、従来、医薬品の

タイプは、低分子医薬品だったのに対して、今後は成長が期待されるようなバ

イオ医薬品等を中心としていくと。あと、開発目標に関しても、患者数が多い

疾患を対象とするのではなく、個々人の体質に合わせた薬剤投与を用いる。あ

るいは、創薬シーズは自社内で研究するというよりかは、大学やバイオベンチ

ャーにあるようなシーズをうまく活用していくというようなことが考えられま

す。 

 次のページにいっていただきまして、具体的にここで何をやるかというもの

でございますが、我々としては、今我が国が強みを有すると考えられる３つの

シーズを成長させていこうと考えております。まず、天然化合物、次世代抗体

医薬、核酸医薬というものでございます。 

 まず、天然化合物ですが、我が国の強みとしましては、もともとこれは発酵

技術を基礎としておりますので、我が国が強い分野でございます。また、我が

国には世界最多の天然化合物ライブラリーというものが存在しております。ま

た、近年、抗がん剤や抗菌剤などの医薬品がそこから生み出されておりまして、

天然化合物由来のものは大体５０％以上が我が国発というものでございます。 

 しかしながら、課題もございまして、課題としましては、低分子化合物に比

べましてこの天然化合物というものが非常に構造が複雑であるので、薬探しに

関しても時間やコストがかかってしまうというものと、あと、これは菌によっ

て生産するものですので、生産菌の性質が非常に不安定ですと、安定な生産は

できないというような課題がございます。 

 右の開発項目にいっていただきまして、ここではＩＴを用いたような創薬プ

ロセスの合理化、あるいは、薬の候補物質をこのＩＴによって確実に選んでく

るというようなことをやったり、下の課題に対しては、天然化合物を安定的に

生産するというような技術を確立していくというものを考えております。 

 真ん中の次世代抗体医薬にいっていただきまして、抗体医薬ですが、今も幾
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つか販売されているものがございますが、それは残念ながら大体海外製のもの

が多いというのが現状でございます。しかしながら、２０１５年前後に現行の

抗体医薬の特許切れが相次ぎますので、ここでスイッチして次世代に行くタイ

ミングが今後参りますので、そこで次世代抗体医薬のシーズが我が国にござい

ますので、それを活用していこうというものでございます。 

 右側の課題といたしましては、製造コストが非常に高いというところと、あ

と、次世代抗体医薬は細胞の殺傷能力が高いので、体内動態の正確な把握が必

要であるというところで、右側の複雑な医薬品の生産であるとか、体内動態把

握技術の開発をいたしたいと考えております。 

 最後に核酸医薬ですが、こちらは従来と全く異なる創薬ターゲットでして、

新しい創薬創出の可能性がございます。まだ核酸医薬開発は基礎的な段階なん

ですが、基礎研究に関しては我が国がトップクラスであると言えます。また、

ベンチャー企業に関しても近年相次いで設立しているというような強みがござ

います。 

 それに対して課題がございまして、まず、核酸医薬は大量合成に不向きござ

います。というのと、体内で分解されやすいので、体内でどのような動態を示

すか、分解経路を示すかというのを把握する必要がございます。 

 したがって、開発項目として、核酸医薬を大量に正確にというような項目と、

また同様に体内動態把握技術を行うというものを考えてございます。 

 これによって、各創薬シーズのボトルネックを解消することによって、これ

ら我が国に強みを有するような技術をうまく薬に育てていくような基盤をつく

るというようなことを考えているのが、本事業の内容でございます。 

 最後のページにいっていただきまして、こちらはまだ予定の段階なのですが、

開発スケジュール及び予算の見通しを書かせていただきました。先ほどあった

ような１番、２番、３番の項目で、平成２５年から２９年度までこのような予

定をしております。年度ごとでは、各年度で８１億円掛ける５で、総事業費と

しましては４０５億円を予定しております。 

 以上でございます。 

【奥村会長】 ありがとうございました。 

 それでは、御質問、御意見いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

【伊藤委員】 今お話を伺いまして、このプロジェクトは先ほどのＣＣＳのよ

うな何か一つ大きな大規模プロジェクトというよりは、大学やベンチャー企業

など数多くの小さいところに幅広く研究を募るというタイプなのではないかと

いう印象を受けましたので、そこのところをもう少し説明をいただきたいとい

うのが１点と、こういうプロジェクトで、望ましいのはベンチャーキャピタル

のようなところが資金を出して、利益が上がってそれを回収するという、民間
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がやってもいいことではないかと思うんですが、各年８１億円という金額を国

が出すということの意義に関して、もう少しご説明をお願いいたします。 

【新階産業分析研究官（経済産業省）】 御説明いたします。 

 まず、最初の個別の企業等が参画するのではないかということですが、単独

の技術ではこのような先端的な技術を出口まで持っていくことは困難だという

ふうに判断しておりまして、私ども、プロジェクトフォーメーションと申し上

げますが、産学あるいは産学官連携といいますか、アカデミアだけでもだめだ

し、産業界だけでもだめだし、いろんな国立研究所、そのシーズ技術とかを融

合させる。例えば集中研究体制にしてとか、そういうふうなことを採択の際の

基本的な条件として公募を募ろうというふうに考えております。 

 私どもとしては、あの大学とあの大学とあの件とあの企業と、というふうに、

大体コンセプトやイメージはあるのですけれども、一応広くグループを募って、

参画していただく。こういうふうなことを考えております。したがいまして、

個別のもの、薬をつくるというよりも、薬をつくるために必要なレールをつく

るといいますか、技術基盤としてそういうふうな考え方をしております。 

 もう一つが、民間でなく国がやるという意味ですが、これはこの一つ一つの

技術は、極めてリスクが大きいです。例えば核酸医薬なんていうのは、非常に

先端的で、かつ、まだベンチャーが触れてみた、大学とかの知見をさわってみ

たというだけでございまして、放置しておきますと、そういうところは技術力

をずっと維持できるだけの資金的な面も含めたポテンシャルがないので、かつ

ての失敗、例えば抗体医薬は実は日本が大失敗しました。それは、芽の段階の

ものを放置してしまった。そのために今どうなっているかというと、輸入超過

が、薬で２．２兆円になっております。毎年毎年、輸入超過がふえている。し

かも、その中の６，０００億以上が抗がん剤でほとんど抗体医薬です。これが

どんどんふえていて、非常に値段が高い薬をがんの治療ということで大量に輸

入する。こういう医療経済上も大変な問題になっている構造になってしまって

おります。 

 今後の新しい時代の次世代抗体医薬、あるいは低分子でも高分子でもない、

中分子と呼んでおります天然化合物、あるいは次々世代的な感じの核酸医薬、

こういうものについては絶対に芽をつぶさないように、産学官の連携でもって

技術基盤をつくっていく。このようなことで、非常にリスクが大きいし、かつ

て国が支援を放棄したために毎年何兆円の大変な損失になる、こういうふうな

構造を未然に防ごうという目的もございます。 

 大体以上でございます。 

【奥村会長】 ほかに。どうぞ。 

【天野委員】 このプロジェクトは、１ページ目の左下を見ると、新たなビジ
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ネスモデルをつくり上げるということをうたっていらっしゃるのですけれども、

正直言って、ブロックバスターの時代のビジネスモデルというのは非常にシン

プルだったと思うんですね。先端的な特許も取りやすい時代だったと思います

しので、特許をお取りになって、それを中心にして大きくもうけるというよう

なビジネスモデルが容易に成り立つ時代だったと思います。それに引き換え、

現代では、有効な特許、基本的な特許を取るというのは難しいと思いますし、

有効な特許が取りがたい状況で、ベンチャー企業ですとか大学とか、産官学連

携等を利用して日本が本当に利益を上げられるようなビジネスモデルを考える

というのは非常に難しいと思うのですよ、制度や何かもいろいろ考えておかな

いとですね。 

 それで、この工程表を拝見させていただくと、この工程表は明らかに技術開

発だけの工程表です。この新たなビジネスモデルをお考えになる期間というの

が結構長くかかると思いますし、あらかじめ考えておかないと、法整備とか、

例えばＩＳＯ関係と特許関係でどういうふうに組み合わせてどういうふうにす

るのかとか、産官学連携でどこのところにどういう組み合わせにするのかとい

うようなところを、これを技術が出そろってお考えになるのじゃなくて、その

一番下にでもビジネスモデルを常に考えておくような流れを一つつくっておか

ないと、これは非常に難しいんじゃないかなということを感じました。 

【奥村会長】 いかがですか。 

【高橋委員】 私もいいですか。ちょっと同じことになる。ちょっといいです

か。 

【奥村会長】 同じ質問？ 

【高橋委員】 というか、同じことを考えていた。 

【奥村会長】 そういうことなら、一緒に伺ったほうがよろしいですかね。高

橋委員、お先に。 

【高橋委員】 すみませんね。全く同じ問題意識を持っていたものですから。 

 ここのところで、右側に新たなビジネスモデルと書いてありますが、これは

全然ビジネスモデルでも何でもなくて、あえて言えば開発モデルですよね。だ

から、ビジネスモデルってないのですよね、いまだに。新たなビジネスモデル

と書くのだったら、ちゃんとここにビジネスモデルを書いてほしいなと私も思

いました。まさに技術開発だけしか見ていない。一番下のプロセスだって、従

来どおりのプロセスで、人での試験をやるという流れしか書いてありません。

上に書いてある新しい個々人の体質に合わせた高コストの薬を使うというふう

に変わっていくのだとしたらば、何かもっとこの仕組みも変わっていくはずで

すよね。そこがなくて薬だけつくる技術を開発しても、また負けるという印象

を非常に強く持ちました。 
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【新階産業分析研究官（経済産業省）】 よろしいでしょうか。 

【奥村会長】 基本的な問題提起ですので、要領よく。 

【新階産業分析研究官（経済産業省）】 極めて過去の過ちに基づいた的確な

御指摘でございますので。私どもも例えば次世代抗体医薬の今コンセプトを検

討しているのですが、集中研には必ず製薬業界をユーザーフォーラム、これは

当然ですが、それだけじゃだめだという判断で、ＰＭＤＡの関係者、あるいは

まさにレギュラトリーをしっかりやっていただいている方々にもその開発段階

からかかわってもらうということを前提として検討・調整を進めているところ

でございます。そういうふうに、この分野は規制という出口のところのハード

ルがありますので、特に製造技術なんていうのは、ＰＭＤＡ、厚労省さんの規

制の部門が了解しなければ本当に１０年ぐらいあっという間にたってしまう、

そういうふうな構造でございます。そこは当然というか、我々も必須というこ

とで検討を進めております。 

 あと、それ以外の特許を押さえ、たまたまバイオ医薬品は、特に抗体医薬に

ついては、２０１５、６年に特許がばたばたっと切れるんですけれども、残念

ながらバイオ医薬のつくり方自体が世界的に完成していないために、これはほ

とんど同じような、バイオシミラーと言っても同じようなデータを求められる

と。したがって、特許が新たな特許として有効性を持ち得るので、これへの対

策等も検討していくと。 

 ＩＳＯにつきましては、技術的に固まった段階でないとＩＳＯを押さえるの

は逆に損失になりますもので、例えばハードとハードのすり合わせ部分とか、

非常にベーシックな部分からＩＳＯにやっていくと。こういう戦略は基本的に

中での検討会議でつくったりして、検討は進めているところです。 

 すみません。ここは確かにビジネスモデルを明記していませんが、検討は

着々と進めているという状況です。 

 以上です。 

【奥村会長】 上杉委員、ございますか。 

【上杉委員】 今のこととも関係するのですけれども、産官学の協力というお

話があって、それから、今一言だけ厚労省という言葉が出ました。昨年でした

でしょうか、創薬に関して司令塔をつくるということでやられたと思いますけ

れども、そこの長になられた方が１年でやめてアメリカに行ってしまわれたと

いうこともあって、これも私はある意味の失敗があったのではないかと思うの

ですが。先ほどのことでいいますと、産官学はもちろんですけれども、官の中

の協力体制、それぞれの省庁の縦割りではなしに、このことに関しては、特に

厚労省との関連といいますか、協力、協調体制というようなことはどのように

考えられておられるんでしょうか。 
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【長部課長補佐（経済産業省）】 確かに医療イノベーション推進室の室長は

１年でかわられてしまったんｐですが、最近に関しましては、医療イノベーシ

ョン推進室を中心に文部科学省、厚生労動省、経済産業省で集まって連携して

おります。かなり緊密に各課でいろいろとやりとりしております。また、ちょ

っとお話が出ましたので、医療イノベーション推進室を中心に創薬支援ネット

ワークというものをつくるということが決まっておりますが、そこで経済産業

省としましては、実際はやるところは産業総合研究所ですが、天然化合物の分

野でのシーズ開発というところで御協力できると考えておりまして、この事業

に関しましても天然化合物を取り扱うところがございますので、そこの研究開

発をすることによって、そちらの創薬支援ネットワークのほうにも一翼を担え

るというものと考えております。 

【奥村会長】 ほかにございますか。 

 阿部委員、どうぞ。 

【阿部委員】 日本の強い物質から何かこういったプロジェクトを行うという

こと自体は非常にいい方向だと思うのですけれども、これはタイトルからいき

ますと、個別化医療ということを目指している、そのための基盤技術というこ

となのだと思いますが、一番最後のページにスケジュール表が書いてありまし

て、（１）、（２）、（３）というふうになっていますが、これは恐らく抗体

をつくって医薬をつくるとか核酸医薬をつくるということは、技術的にはとて

も大事なことなんですけれども、何のために─何のためにというのは、個別

化医療に向けたということがございますから、これに縦糸が入るのだと思うの

ですね。これ横糸だとしたら、縦糸で、何を、どんな医療の薬をつくるために

核酸医療をやるのだ、あるいは抗体医療をやるのだ、あるいは発酵で低分子か

もうちょっと大きいものですか、そういう発酵産物のようなものを使うのだと

いうものが初めて生きてくると思うのですけれども、その辺の縦糸というのは

どういうイメージでこの研究というのは進めようとされているのでしょうか。 

【長部課長補佐（経済産業省）】 個別化医療というところなので、ちょっと

今日、今回の資料では省略せていただいたのですが、実際に行う研究開発をも

うちょっと具体化しますと、例えばＩＴ創薬技術のところでは、膜タンパク質

というものの解析を行うようなことをする予定です。それは何かといいますと、

主に抗がん剤、がんに関する薬がつくれるような技術基盤をつくろうというも

のでございまして、がんですと、かなり効く人が３割で、効かない人が７割と

いうような、そういった現状がございまして、そういった抗がん剤の開発に資

するような研究開発を行うというのが、１つ個別化医療に向けた開発になるか

と考えております。 

 あとまた、この１、２、３の技術開発の中で一番個別化医療に資するという
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ところが体内動態把握技術のところでございまして、薬が体内でどうなるかと

いうのが個人個人で違いますので、そこをうまく把握することによって、これ

ら天然化合物、次世代抗体医薬、核酸医薬を個々人に合わせられるような薬の

開発につなげていこうと考えております。 

【奥村会長】 時間がなくなってきましたけれども、手短によろしくお願いし

ます。 

 福井委員。 

【福井委員】 私からも確認ですが、佐藤参事官が説明された資料４の２枚目

の説明のときには、７行の文章の最後から２行目ですけれども、「制度を整備

するとともに、本事業によって、ボトルネックとなっている技術的課題を解決

する」と、制度については別に扱うようにここには書かれています。しかし、

先ほどビジネスモデルというのはこの制度には入らないとおっしゃっていて、

あくまでも今回のこの技術開発というのは、生物学的・技術的な課題のみに特

化しているように聞こえましたので、その点について確認させていただきたい。 

【長部課長補佐（経済産業省）】 ここに制度と書かせていただいたのは、開

発項目の２番目になりますが、抗体医薬の産生技術をつくるというところで、

ここで周辺産業技術を開発していくのですけれども、そこで最終的に ＰＭＤ

Ａの認可が必要になります。そういうところで、厚生労働省あるいは実際に審

査をするＰＭＤＡと連携をすることによって、まずそこの制度に合わせるとい

うのがあります。今後何か課題のようなものが見つかれば、そういった制度整

備、制度設計のところを検討していければいいかなとは考えております。 

【奥村会長】 今栄先生、最後に。 

【今榮議員】 １つ、私も個別化のところで今回上がってきた３物質が本当に

どういう形で個別化になるのかというところを、ある程度もう少し明確にして

いただきたいというのが１つです。先ほども回答されたのでそれで結構ですが。 

 それから２つ目は、やはり外国から見ても、日本の医薬というのは特許が時

間がかかって、しかも高いということで敬遠されているのですが、時間がかか

るというところで、やはり今回もそういう時間がかかることによって日本が立

ちおくれるということもあるんじゃないかということがありますので、厚生労

動省と少しそのあたりも検討していただきたい。 

 それから、少し細かいことになりますが、３枚目のところで、リード候補化

合物１０個程度の同定というのは、これと先ほどお話しされた３つの候補と、

その関係はどういうふうな意味なのでしょうか。 

【奥村会長】 手短にお願いします。 

【長部課長補佐（経済産業省）】 ビジネスモデルの移行であるなり、承認が

遅いとか、そういったところも、必ずしも研究開発だけでは解決しないところ
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もありますが、今ちょうど医療イノベーション推進室ができたということもあ

って、文部科学省、厚生労動省、経済産業省で緊密に連携して推進していける

体制は整っておりますので、そういった研究開発だけではなかなかアプローチ

できないようなところに関しても、今後各省で連携して取り組んでいければい

いなと考えております。 

 あと、最後のリード化合物１０個程度の同定というところなのですが、ここ

では、このＩＴ創薬に関しては、天然化合物という菌が生み出す化合物があり

まして、これが抗がん剤などのシーズになり得るんですけれども、その天然化

合物の中から今後薬へと発展してゆく化合物のことをリード候補化合物と呼ん

でいますが、その天然化合物の中からリード化合物を見つけていくということ

を意味しております。 

【奥村会長】 まだいろいろあるかもしれませんけれども、今後、私ども評価

検討会を設置してより具体に検討を進めさせていただきますので、引き続き経

産省さんには御協力をお願いしたい。対応をよろしくお願いしたい。 

 私からも問題点といいますか課題を指摘させていただきますと、まず、３つ

の事業の目標をきちっと検討会のときにはお示しいただきたい。よろしいです

ね。それが１つと、それから、この３つの事業を併せて推進する、その推進体

制はどういうふうにされるのかということもそのときにお示しいただきたい。

よろしいですね。 

 それでは、本件につきましては以上とさせていただきます。また日程等につ

いては事務局から御連絡いたしますので、よろしくお願いしたいと思います。

どうもありがとうございました。 

 引き続きまして、経済産業省のもう一件の案件でございます。経済産業省の

革新的親構造材料等技術開発プロジェクトでございます。 

 経済産業省の方は御着席をお願いします。御説明いただきます方は、経済産

業省製造産業局非鉄金属課、北岡産業戦略官。 

【北岡産業戦略官（経済産業省）】 北岡でございます。 

【奥村会長】 それから、同じく非鉄金属、樋本課長補佐。 

【樋本非鉄金属課課長補佐（経済産業省）】 よろしくお願いします。 

【奥村会長】 それから、同じく製鉄企画室、遠藤室長。 

【遠藤製鉄企画室長（経済産業省）】 よろしくお願いします。 

【奥村会長】 同じく繊維課、奥村繊維企画官。 

【奥村繊維企画官（経済産業省）】 よろしくお願いします。 

【奥村会長】 以上の皆さんでございます。 

 それでは、時間制約がございますので、事業のポイントを約５分でお願いい

たします。その後、２０分ほど委員の皆様と質疑応答をしていただきたいと思
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います。よろしくどうぞ。 

【北岡戦略官（経済産業省）】 北岡でございます。１枚紙の表裏を使いまし

て説明させていただきます。 

 まず、本事業の概要及び目的ですが、左上から、まず構造部材というものが

日本のいろんな産業に関係して、非常に今後、付加価値の高い製品に寄与する

ことだろうというふうに今考えております。その中で、材料の開発及び設計、

加工、特に接合技術に関して中心に開発をしていこうというふうに考えており

ます。 

 ２つ目の丸でございますが、本事業の新しい価値の創造ということにおきま

しては、構造部材、いろんなことに適用されますが、特に我々、輸送機器への

適用を軸に考えておりまして、軽量化による大幅な燃費向上をある一つの目標

として主眼に置いております。 

 右側ですが、事業のイメージですが、まず先ほど言いました、異種のいろい

ろな材料の接合技術ということで、本プロジェクトでは、左側にありますチタ

ン合金、炭素繊維複合化材料、革新鋼板、マグネシウム、アルミニウムなどの

いろいろな異種の材料をまず開発し、そのいろいろな材料を輸送機器に応用す

るために、異種の接合技術及び複合化技術、積層技術及びその評価技術という

ことで、横串を指していこうというふうに考えております。その中で、川上か

ら川下、いわゆる自動車メーカー、航空機メーカー、鉄道メーカーとの川上・

川下連携を深めながら、いろんな材料メーカーと連携をして、新材料創製をし

ていくということを考えております。 

 ポンチ絵には、一つの技術の例としまして、左側はいろいろな材料を複層化

していくことによって新しい機能を創製するということ、また右側は、いわゆ

る摩擦による新しい接合技術を使って、従来のもともと持っている材料の特性

を崩さず接合して、新しい機能を創製するということを検討していくことを考

えております。 

 その下のほうになりますけれども、先ほどから申しますように、いろいろな

技術を創製するとともに、材料の特性、評価技術を確立することでプロジェク

トを進めていきたいと考えております。 

 裏面ですが、お願いしたいと思います。 

 実施体制でございますが、先ほどから申しますように、ユーザーメーカー、

いわゆる自動車メーカーなどのユーザーメーカーから、材料の供給メーカー、

材料加工メーカーということで、幅広い業種が参入して新しい材料を創製して

いくということですが、共同の研究共同体を形成して、有機的な連携を図りな

がら研究を実施していくということを考えております。 

 また、今年度から文部科学省のほうで元素戦略が開始されているということ
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で、新しい材料技術というのが学術からいろいろ出てくるということで、そこ

との連携を、いわゆるガバニング・ボードというものを設置しまして、できる

限り大学から創製される技術を産業界に転用していくということも考えて、プ

ロジェクトを進めていきたいと思っております。 

 実用化までのスケジュールですが、ざくっとこの図にロードマップに書いて

おりますが、世界に先駆けた新しい素材開発ということで、先ほど御説明しま

したように、マグネシウム、アルミニウム、チタン、炭素繊維、革新鋼板とい

うような新しい材料技術を開発するとともに、それらの材料の機能をつぶさな

いような新しい異種の接合技術の開発及びそれの評価技術、最終的には輸送機

器メーカーとの連携を深めながら最適な輸送機器の軽量化を図っていくという

ことで、最終的にはＣＯ２削減及び大幅な燃費向上ということを達成したいと

いうふうに考えております。 

 下には、基礎研究ということで文部科学省との元素戦略との連携を深めてい

くということでございます。 

 予算ですが、単年度で６０．５億円、総額６０５億円ということで、一応

我々のほうで現在考えているところでございます。 

 以上で説明を終わらせていただきます。 

【奥村会長】 ありがとうございました。 

 それでは、御質問等ありましたらお願いします。 

【上杉委員】 最初に非常に細かい点につき質問したいのですが、最初の紙の

表の異種材料の融合というのが右に書いてありますが、ここだけにセラミック

スというのが書いてあって、あとは一切出てこないのですけれども、セラミッ

クスを入れるか入れないかというのは大変問題として難しいところが出てくる

と思うのですね、細かい技術的な話として。その辺御説明いただければと思い

ます。 

【北岡戦略官（経済産業省）】 当初は、私ども非鉄金属課はファインセラミ

ックスということで、製造局の中で樹脂系の炭素繊維から鉄のいわゆる構造材

まで含めて開発していこうということで、３課の連携の中でいろいろ構想して

まいりました。その中でファインセラミックスがありましたので、当初、ファ

インセラミックも念頭に入れて、開発しようということで考えておりましたが、

現在、接合とかになりますと、なかなかセラミックと鉄の接合というのはちょ

っと難しいところもあるかなというふうに考えておりますが、いろんな方々の

御意見を聞く中で、例えばセラミックとそういうものを接合とか新しいものを

創製という御提案があれば、それは当然受け入れていきたいと思っております

けれども、現在の中では一応、炭素繊維と非鉄金属と鉄を中心に開発していこ

うというふうに考えております。 
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【上杉委員】 何で申し上げたかというと、私は実は金属とセラミックスの接

合を科研費をいただいて研究したことがあるのです。需要もあるのですが、た

だ、本当に難しくて難儀しました。そういうことがあったものですから、質問

させていただきました。 

【奥村会長】 ありがとうございます。 

 ほかに御意見等。 

 はいどうぞ。 

【中村委員】 基本的には問題ないというか、やったほうがいいとは思うので

すけれども、これはプレイヤーが結構たくさんいらっしゃいますよね、素材ご

とに。そこを取りまとめるのは、先ほど言われた内閣のガバニング・ボードが、

そこがちゃんと取りまとめをされるのでしょうか。そのときに素材ごとである

のと、もう一つは、今度はユーザーごとでも違いますよね。最終製品になれば

なるほど非常にシビアな囲い込みが出てくる可能性があるので、そのあたりは

どういうふうにお考えでしょうか。 

【北岡戦略官（経済産業省）】 現在は、先ほど言いましたように、各材料ご

とにおいても、すべての企業にお金をばらまくというようなことは非常に無駄

でありますので、まず本当に有望な技術を持って進められるものかどうかとい

うことについては、各材料ごとに精査しています。先ほど言いましたように、

横串ということにおきましては、いわゆる異材の接合であったり、複層化とい

うことで共通技術としてやっていきたいと。 

 今、先生がおっしゃるように、それをどういうふうにコントロールするかと

いうことにおきましては、ガバニング・ボードといいますのはいわゆる経済産

業省と文科省の間の組織です。もう一個我々の中には、経済産業省の中にもこ

の全体像を総括するようなボードをつくろうということで、今現在、名称はま

だ決まっていませんが、例えばアドバイザー・ボードとか、そういうボードを

つくって、そこがいろいろプロジェクトの中身である進捗であったり連携であ

ったりということをコントロールする組織をつくろうというふうに考えており

ます。 

【中村委員】 その点において、これ、もしあればということで結構ですけれ

ども、プロジェクトリーダーというような方を置く御予定なのでしょうか。そ

ういう予定ではないのかどうか。それぐらいお聞かせいただければと。 

【北岡戦略官（経済産業省）】 現在、プロジェクトリーダーをどう設定する

かについては、個々のチームリーダーというか階層的にあると思うんですけれ

ども、先生のアドバイスというか御意見に答えるとするならば、いわゆる全体

総括として責任者という意味では１人置いて、そこがある程度権限を持つとい

う形にしたほうがいいのではないかなというふうには思っております。 
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【奥村会長】 あとはありますか。 

 天野委員、お願いします。 

【天野委員】 建設業も、ちょっとレベルは違うのですけれども、日々同じよ

うなことを考えていまして、苦労はしているのですけれども、そういう目で見

ると、この最後の工程表を見ると、今プロジェクトリーダー、どなたにするか

という話もあったんですが、製品化の輸送機器の軽量化というところを具体的

にどのレベルにすると、日本の競争力がどのぐらいつくのかというニーズのと

ころをかなり明確にしないと研究開発を進めるのはとても難しいと思います。、

これ見ると、多分、研究者のほうにはできるだけいいものをつくってね、もし

いいものができたら採用するからというふうな計画になってに言っていると思

うのですけれども、それは技術開発するときにはとても無駄なんですね。 

 うちの会社の実用化研究をイメージすると、多分プロジェクトリーダーはニ

ーズを明確に持っている人がプロジェクトリーダーにならないと、これは成果

が余り出ないと思うんですよ。でも、この一番上の線がずーっと三角形で先細

になっているじゃないですか。これはいいものが出てきたら何か考えてあげる

のだけどって言うのですけれども、これはとても技術開発するときに無駄です

し、どういう計画を立てていいかもわからないので、まず初めにこの目標を定

量的に、ある程度幅があっていいと思うんですけれども、明確にするという段

階が必要だと思います。 

 感想です。 

【奥村会長】 あと、上杉委員。 

【上杉委員】 まさに先程来出ていますが、アウトプット、アウトカムをどう

設定するかというところが非常に大事で、今の御意見のとおりだと私は思いま

す。 

 それと、先ほど囲い込みという言葉もありましたけれども、具体的になって

きますと、知財関係あるいは特許関係が大変面倒になってくると思います。ガ

バニング・ボードというところで本当にどのようにやっていくのか。先ほどの

御意見と一緒かもしれませんけれども、大変これは大きな問題になるのじゃな

いかと思いますので、その辺を考えておかれる必要というか、考えて解決がで

きるのかどうかも含め、大変大きな問題ではないかと心配をします。 

【北岡戦略官（経済産業省）】 現在、平成２４年度の未来開拓型研究テーマ

も今スタートする時期を迎えております。そこでは一応、特許庁との連携も今

回初めて始めましたし、実際、今、未来開拓室に戦略官として特許庁から審査

官のほうを迎えております。その中でどういうふうなまず知財規定を設けるか

ということと、今後お互いの特許をどういうふうに共有化していくかとかライ

センスしていくかということについて、具体的に動かしていかなきゃいけない
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と思っておりまして、ただ、今の状態でまずどうこうするというのはなかなか

決めがたいところもありますので、今後いろんなプロジェクトが走りますので、

その中での課題を共有化しながら、国としてもどういうふうに規定を決めてい

くかということについては議論していきたいと思っております。 

【奥村会長】 先に阿部先生。 

【阿部委員】 ちょっと細かいことなのですが、これ１０年間という一応スケ

ジュールでありますし、それから盛りだくさんに細かく分かれているので、参

画する人たちというのがこの１０年１遍というわけではないような気がするん

ですね。ところどころでこの方々というふうな、そういう組み合わせでやらな

いとうまくいかないような気がします。 

 それともう一つお聞きしたいのは、日本は素材については非常にトップレベ

ルだというのはわかっているのですけれども、それはあくまでも基礎研究のほ

うはどんどん論文が出て、新しい素材を見つけているんですけれども、今回や

ろうとしている経済産業省様がおやりになりたいこの分野というのは、今の時

点で世界の競争力というのはどういう状態にあるんでしょうか。 

【遠藤室長（経済産業省）】 すみません。今の競争力の件は、私は鉄鋼分野

を担当しておるのですけれども、正直言って、以前は圧倒的に日本の新日鉄さ

ん、ほか鋼のメーカーは強かったんですけれども、最近、やはり中国、韓国を

初めとする新興国の力が非常に伸びてきていまして、生産量は圧倒的に多いで

すし、自動車用の高張力鋼板というようなハイテンの分野にもどんどん出てき

ていると。特許の取得数もどんどん伸びているということになりまして、まだ

先頭を走っているというふうに考えていますけれども、非常に今追い上げられ

てきている状況という状況じゃないかというふうに思います。 

【奥村企画官（経済産業省）】 炭素繊維のほうの御説明をします。 

 炭素繊維も御存じのとおり、日本のメーカー、３社ありますけれども、この

３社で世界シェアの７割占めておりまして、素材は確かに競争力があります。

ただ、加工の関係、もうちょっと川下のほうに行った加工の分野では、これは

欧米のほうが従来から航空機技術のベースがありますので、加工のところに関

しては欧米のほうが先頭を走っております。 

 ただ、この後、我々開発していきたいと思っているのは、従来の炭素繊維の

複合材料、これは熱硬化性の材料を使っていまして、これは航空機など受注生

産するものには今実用化されているんですけれども、今後、自動車初め、大量

生産するものについてはリサイクルの面、高速で成型しなければいけない面か

らすれば、熱可塑性のほうが競争力のある素材になってくると思いまして、そ

こは世界初の熱可塑性の炭素繊維の複合材料、これは日本が開発しております

ので、ここの分野でも加工技術を日本が先に開発することで、欧米と伍してい
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けると思っております。 

【奥村会長】 私のほうから。 

【北岡戦略官（経済産業省）】 あと、先生の質問の１０年間という。 

 １０年に関しましては、今回、今２４年度走っているテーマにおきましては、

国庫債務負担行為で３年をこの予算をいただいております。そういった意味で、

多分このプロジェクトも予算としては３年、４年、３年とか、いわゆるスリー

クールになると思います。その中で、やはり最初の３年で、ある程度長期的に

１０年を見据えてやるのですけれども、明らかに外部の方々から、ここはもう

やめるべきではないかとか、新たなこういう技術を追加すべきじゃないかとい

うことについては、いろんな外部の方の御意見を聞きながら、常に新しい最高

のメンバーでプロジェクトができるような体制というのは組んでいきたいとい

うふうに思っております。 

【奥村会長】 私のほうからちょっと。今日は時間がないので、この以降、評

価検討会を行いますので、そのときに回答を御準備お願いしたいと思います。 

 まずは推進体制、これは後ろのほうに書かれていますが、私が申し上げたい

推進体制はこういうことではなくて、経済産業省の中で課を越えて一つのテー

マを立案されるという、この動きそのものは私は大変評価すべきことだと思っ

ております。しかし、実際にこれをどういうふうに課を越えて運用していくの

か。先ほどアドバイザリーボードという組織とか、少なくともアドバイザリー

ではないですよね。主導的な組織がないといけないので、将来の推進体制をど

うされるおつもりなのかというのが１つ。 

 それから、今度は、実施体制のほうも、言ってみますと、これらの材料、あ

る意味では競合しているわけですね。競合しているところがあるわけで、プロ

ジェクトリーダーにかなり強力な権限と責任を持たせないと、全体としてうま

く回らずに、何か単に炭素繊維のテーマだけ、あるいは鉄板のテーマだけ、チ

タンのテーマだけと、ばらばらになって進むおそれがあります。ですから、こ

の研究を推進していく上でのそういう実行上の実施体制をどういうことをお考

えなのかと。これもやはりお考えいただきたい。 

 それから、３つ目は、何といっても６００億の国費を投じるわけで、そのと

きに、２枚目の紙を見ますと、国民にとっての御利益が何なのかというのがど

こにも出てこない。いきなり国際競争力の強化とか、何の国際競争力かもよく

わからないし、二酸化炭素排出……。その前に６００億を投じてどういう御利

益があるのかということをより具体的に、明示的に御説明いただけるように御

準備をお願いしたい。 

 以上３点を次回、評価検討会以降、お願いしたいと思います。 

 ほかに何かございますでしょうか。よろしゅうございますか。 
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 それでは、どうも本日の御説明ありがとうございました。今後、評価検討会

を設置して、より具体的に経産省さんと質疑を交わしたいと思っておりますの

で、改めて御対応をよろしくお願いしたいと思います。日程等については追っ

て事務局から経済産業省のほうに御連絡を差し上げると思います。 

 それでは、本日はどうもありがとうございました。 

 以上で本日予定しておりました議事はすべて終了いたしましたが、何かござ

いますでしょうか。よろしゅうございますか。ありがとうございます。 

 それでは、最後に今後の予定につきまして事務局より説明させていただきま

す。 

【佐藤参事官】 今後の予定でございます。 

 今議題でございました大規模新規研究開発の事前評価につきましては、今後、

評価検討会での調査検討を経まして、１１月に評価専門調査会で取り上げてい

ただく予定としてございます。 

 また、次回の評価専門調査会ですが、１０月に大綱的指針の改定、これを議

題として開催する予定でございます。先日の前回の専門調査会で御報告をいた

しました研究開発評価システムの在り方に関する検討ワーキンググループの報

告書の内容を指針に盛り込む、あるいは、その他の必要な指針の改定について

御議論をいただきたいと思ってございます。指針の改定につきましては、年内

の改定を目指すという作業スケジュールで組んでおりますので、よろしくお願

いいたします。 

 次回の日時につきましては、１０月１９日ということで御案内を申し上げて

ございます。開催の定足数がございますけれども、確定いたしましたら改めて

御連絡を申し上げますが、一応１０月１９日午前中の予定ということでござい

ます。 

 以上でございます。 

【奥村会長】 最後に私から１点お願いございます。 

 これから評価検討会、立ち上げることになります。また一部の委員の方には

御参加をお願いすることになりますので、その節はぜひとも前向きな御対応を

よろしくお願いしたいと思います。 

 ということで、本日の議題はすべて終了させていただきました。 

 どうも遅くまでありがとうございました。 

 散会としたいと思います。 

－了－ 


